
「こども誰でも通園制度」について（概要）

○ 令和８年４月から、全国自治体で実施されます。実施にあたり、市が事業の認可を行います。
○ ０歳６か月から満３歳までの、保育所等を利用していないこどもが対象となります。就労等の要件は必要ありません。
○ 一時預かり事業が、就労や疾病といった「保護者の立場からの必要性」に対応するものであるのに対して、こども誰でも通園制

度は、家庭にいるだけでは得られない様々な経験を通じて、こどもが成長していくように、こどもの育ちを応援することが主な
目的です。

○ 月一定時間を上限として、時間単位で保育所等を利用することができる制度です。
○ 職員配置や設備基準については、一時預かり事業（一般型）と同様の基準となります。職員については、２分の１が保育士資格

者です。
○ 国の給付事業として、公定価格に基づき市から施設に給付費を支払います。公定価格については、国において検討が行われます。

事業概要

図1 対象となるこども 表1 人員配置・設備運営基準等（総括表）（抜粋）

一般型 下記以外
余裕活用型 保育所等の空き定員の範囲内で実施。

乳幼児の年齢及び人数に応じて
保育従事者等を配置し、そのうち
保育士を２分の１以上。なお、保
育士以外の保育従事者は研修（子
育て支援員研修等）を修了した者
とする。

保育所の設備基準に従って、必
要な設備（医務室、調理室及び屋
外遊戯場を除く。）を設けるとと
もに、食事の提供を行う場合には、
必要な設備を備えること等、関係
基準を遵守すること。

○ 市町村は、認可に当たり、事業を行うために必要な経済的基礎の有無や、事業を行う者の社会的信望、設備運営基準への適合状
況について審査を行い、市町村児童福祉審議会の意見聴取をします。

事業の認可

令和8年4月
（予定）

図2 開所（事業開始）までの流れ
次回

「こども誰でも通園制度の実施に関する手引（令和7年3月こども家
庭庁）」等をもとに、藤井寺市こども未来部こども育成課で作成
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